
入 札 公 告 
  

 

国立大学法人筑波大学において、下記のとおり一般競争入札に付します。 
 

記 
 

 １ 競争入札に付する事項 

(1) 調 達 件 名  分析・分取兼用液体クロマトグラフシステム １式 （リバース

オークション対象案件） 

(2) 規格及び数量 詳細は仕様書のとおり 

(3) 納 入 期 限  令和 9 年 2 月 26 日 

(4) 納 入 場 所   国立大学法人筑波大学 総合研究棟 A６２１ 

 

２ 仕様書、契約条項並びに入札の説明等をする日時及び場所等 

本件は、仕様書等関係書類の交付をもって当該説明を省略する。 

仕様書等関係書類は、リバースオークションシステム（見積＠Dee を指し、以下「シ

ステム」という。）上にて配布するので、本件の入札に参加を希望する場合は、以下

のシステムにログインし、当該案件（上記１(1)の調達件名）を検索の上、当該案件

情報からダウンロードすること。なお、この競争に参加できる者は、以下に示す競争

参加に必要な資格を有する者で、かつ、システムの登録手続きを事前に済ませた者に

限られるので、以下のホームページを確認の上、登録手続きを行うこと。 

仕様書等関係書類交付場所   

システム：https://dem3.deecorp.jp/supplier/ 

新規会員登録：https://dem3.deecorp.jp/supplier/index.php?mode=SENDMAIL 

本件本学担当：国立大学法人筑波大学財務部契約課契約第三担当 

（電話番号 029-853-2133） 

  

 ３ 競争参加資格の確認のための書類等の提出期限等 

(1) 提出方法 システム（https://dem3.deecorp.jp/supplier/）上にて提出 

(2) 提出期限 令和 8年 10月 8日 17時 00分 

 

４ 同等品以上のもので参加する場合の取扱い 

    同等品以上のもので参加を希望する場合は、仕様書に従い同等品以上であるこ

とを証明できる書類等を「リバースオークション入札の注意事項」により提出す

る必要がある。本学が同等品以上と認めた場合のみ参加することができる。 

 

５ 入札の日時及び方法等 

    本件の入札はリバースオークション方式（インターネット上で安値で競り合う

競り下げ方式）で行う。 

    詳細は「リバースオークション入札の注意事項」を参照のこと。 

システム：https://dem3.deecorp.jp/supplier/ 

 

 ６ 入札方法 

落札決定に当たっては、入札した金額に当該金額の１０パーセントに相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１

１０分の１００に相当する金額を入札すること。 



 

７ 競争に参加する者に必要な資格 

(1) 国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第４６条の規定に該当しない者である

こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要

な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第４７条の規定に該当しない者である

こと。 

(3) 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は国立大学法人筑波大学の競争参加資格

のいずれかにおいて令和 8 年度に関東・甲信越地域の「物品の販売」の「Ａ」、

「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」等級に格付けされている者であること。 

 (4) 契約担当役から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

   

８ 入札保証金及び契約保証金 

   免除する。  

 

９ 契約書の作成 

   契約締結に当たっては、契約書を作成するものとする。 

 

10 落札者の決定方法 

    国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第５３条の規定に基づいて作成された

予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を交渉権

者とする。 

 

                              以上公告する。 

 

   令和 8 年 9 月 28 日 

    

                      国立大学法人筑波大学 

                      契約担当役 

                      財務担当副学長 氷見谷 直紀 

 

 



リバースオークション入札の注意事項 
 

 

１．リバースオークション入札の手順 

競争は、リバースオークションシステムを利用した、電子入札方式で実施する。参加に当た

っては、システムの登録手続きが必要なため、以下のホームページを確認の上、登録手続きを

行いシステム上にて入札すること。 

 

1.1 利用システム 

P&Dプロキュアメントサービス株式会社：https://dem3.deecorp.jp/supplier/ 

新規会員登録：https://dem3.deecorp.jp/supplier/index.php?mode=SENDMAIL 

※システムの登録手続きは、必要な書類を P&Dプロキュアメントサービス株式会社で

受理後、数日を要するため注意すること。登録料は無料。 

1.2 リバースオークション参加資格 

入札公告に示す競争参加に必要な資格を有する者で、かつ、上記利用システムの ID 等の

登録を事前に済ませた者に限られる。さらに、システム上において案件毎に競争参加の意思

表示をする必要がある。 

1.3 リバースオークション参加手順 

本競争に参加を希望する者は、システム上において 2回入力する（１回目は、「競争参加

の意思表示及び必要書類を提出」し、２回目は、「入札金額の入力」）必要がある。手順は、

以下のとおりとなるので、熟読の上、競争に参加すること。 

1.3.1【１回目】 

１回目は、競争参加を希望する者が参加意思を表明するために行う。本競争に参加を希望

する者は、後記「７．」に示す、 

① 競争参加資格の確認のための書類 

② 納入できることを証明する書類 

（①と②を併せて以下「競争参加者の確認書類」という。）を、後記「７．」に記載の期日ま

でにシステム上において提出することで、競争参加の意思を示さなければならない。ただし、

例示品と同等品又はそれ以上のもので参加を希望する場合には、 

③ 競争参加資格の確認のための書類 

をシステム上で提出することに加えて、 

④ 納入できることを証明する書類 

⑤ 提案物品が例示品と同等品又はそれ以上であることを証明する書類 

を、後記７．に記載の期日までに必要部数を紙媒体にて提出すること。 

本学が参加を認めた場合、競争に参加することができる。その際は、システム上にて「参

加確定」を通知するので、競争参加を希望する者は、「参加確定」通知を受理した場合のみ、

２回目の「入札金額の入力」を行うことができる。 

※注意事項 

・システム上で、上記の書類を提出するためには、「参加申込」をチェックし、ファイル

を添付の上、「申請」ボタンを押下して提出しなければならない。 

・「参加確定」の通知は、本学での審査が完了してから行う。なお、審査には数日から１

週間程度（技術審査を行う場合は、２週間程度）要する場合がある。 

1.3.2【２回目】 

「入札金額の入力」は、1.3.1の書類提出後、合格（「参加確定」通知を受理した者）した

者のみを対象に、システム上にて金額を入力することで入札を行うものとする。 



※注意事項 

・「入札金額の入力」は、「入札提出画面」の「入札総額」欄に金額を入力し、「入札内容

確認」ボタンを押下し、「入札内容確認画面」で内容を確認した上で「OK」ボタンを押

下し、入札金額を確定すること。システム上にて入力確定された金額を入札価格とする

ので、システム上での見積書の提出は、不要とする。 

・「入札提出画面」の「入札総額」欄には、既に入札がある場合は「入札第１位」の金額

が表示され、自社が第１位の入札者の場合は王冠が表示される。「入札第１位」の欄に、

王冠が表示されていない場合は、自社が１位ではないので注意すること。 

 

２．入札開始日時：本学が入札への参加を認めた競争加入者のみに通知 

 

３．入札締切日時：令和 8年 11 月 6日 11時 00分（自動延長なし） 

 

４．落札決定に当たっては、入札した金額に当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札するこ

と。 

なお、予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって入札をした者を、契約の交渉権者とする。 

 

５．いったんシステム上で確定された入札金額は、取消しをすることができないが、入札締切日

時前であれば何度でも安価な金額に更新することができる。 

 

６．落札決定の日から７日以内（契約の相手が遠隔地にある等特別の事情があるときは、指定す

る期日）に契約書の取り交わしをするものとする。 

 

７．競争加入者等に要求される事項 

この一般競争に参加を希望する者は、競争参加者の確認書類を下記の期日までに提出する

こと。例示品以外の物品で入札に参加を希望する者は、提案物品が例示品と同等品又はそれ以

上であることを証明する書類を競争参加者の負担において作成し、競争参加者の確認書類と

併せて提出すること。なお、本学職員から当該書類その他入札公告において求められた条件に

関し、説明を求められた場合には、競争加入者又は代理人の負担において完全な説明をしなけ

ればならない。 

 

①競争参加資格の確認のための書類…システム上にて提出 

・令和 8年度の資格審査結果通知書 

（全省庁統一資格又は国立大学法人筑波大学の競争参加資格）の写し 

 

②納入できることを証明する書類…システム上にて提出（例示品以外の物品で入札に参加

を希望する場合は紙媒体で提出すること。） 

・代理店証明書（販売代理店が参加する場合）・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

・定価（価格）証明書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

・納入実績表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

・参考見積書（別紙留意事項を確認の上作成）・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

・アフターサービス・メンテナンスの体制表・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

・外国製品による場合は次の書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 



(1)インボイス等仕入原価及び諸掛を明らかにした書類（写） 

(2)上記(1)の書類を提出できない場合は、輸入元（販売総代理店を含み、国内販売価格

を設定している企業）からの、「インボイス等輸入関係書類の不提出理由書」 

・再生品を用いる場合は、再生品を使用する機器及び部品を明記した一覧並びに製造会社 

において整備後に出荷される製品であることを証明する書類・・・・・・・・・・１部 

 

③例示品と同等品又はそれ以上であることを証明する書類 …紙媒体にて提出 

・仕様書に示す技術的要件の項目に応じて入札機器の性能等を数値又は、 

具体的な表現で記載した技術仕様書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3部 

・提案物品全てのカタログ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3部 

※注意事項 

上記提出書類のほか、補足資料の提出を求める場合がある。 

■提出期限 

令和 8年 10 月 8日(木) 17時 00分 

■提出場所 

〒３０５－８５７７ 茨城県つくば市天王台一丁目１番１ 

国立大学法人筑波大学財務部契約課契約第三担当 

電話番号：029-853-2133 

 

８．その他 

この契約に必要な細目は、以下によるものとする。 

・国立大学法人筑波大学契約事務取扱細則 

https://www.tsukuba.ac.jp/about/disclosure-ho-kisoku/s-03/ 

・物品供給契約基準 

https://www.tsukuba.ac.jp/about/bid-contract/#kijun 

  



（様式例：例示品以外の物品で入札に参加を希望する場合） 

技 術 審 査 申 請 書 

 

令和  年  月  日 

 

国立大学法人筑波大学 御中 

 

（申請者） 

                 住  所 

                 会 社 名 

                 代表者名                   ㊞ 

 

下記の入札に関し、関係書類を提出しますので技術審査願います。 

 

記 

 

１ 入札の件名 

分析・分取兼用液体クロマトグラフシステム １式 

２ 添付書類 

・仕様書に示す技術的要件の項目に応じて入札機器の性能等を数値又は 

具体的な表現で記載した技術仕様書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３部 

・提案物品全てのカタログ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３部 

・代理店証明書（販売代理店が参加する場合）・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

・定価（価格）証明書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

・納入実績表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

・参考見積書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

・アフターサービス・メンテナンスの体制表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

・外国製品による場合は次の書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

(1)インボイス等仕入原価及び諸掛を明らかにした書類（写） 

(2)上記(1)の書類を提出できない場合は、輸入元（販売総代理店を含み、国内販売価格を設定してい

る企業）からの、「インボイス等輸入関係書類の不提出理由書」 

 

以上 

 

 

【提出資料に対する照会先】 

会社名・所属： 

担 当 者 名： 

連 絡 先： 

  



                              別 紙 

【参考見積書の提出に係る留意事項】 

 

ご提出いただく見積書は、本学の契約事務の一環として市場調査するための書類

です。 

したがいまして、見積書に記載する価格は、契約が困難となるような価格を避け

るため、仕様書の内容を十分に精査し、見積書と応札価格に極端な乖離が生じない

ようにした上で、ご提出くださるようお願いします。 

 また、応札価格は、提出された見積書の価格と同価又はそれ以下となるよう応札

願います。（※注）万が一、応札価格が見積書の価格を上回る事態が生じた場合に

は、本学の適正な契約手続を妨害する不誠実な行為として、取引停止措置を講じる

場合があります。 

 本学で取引停止措置を講じた場合には、他の国立大学法人や国の関係機関（以下

「国立大学法人等」という。）にその情報が通知され、これを受けた国立大学法人

等においても取引停止措置を講じる場合があることを認識願います。 

 なお、見積書等必要書類を提出後、合格となった応札希望者は、必ず入札に参加

していただくようお願いいたします。（※注）合格となった応札希望者が入札に参

加しない場合、適正な入札執行ができない事態が生じる場合があることから、不誠

実な行為とみなし、同様に取引停止措置を講じることがあります。 

 

※注 貴社が入札する時点ですでに他社が入札しており、その価格が貴社の提出さ

れた見積書の価格より安値であり、当該価格未満での応札が困難な場合を除

く。 

 



 
 

仕 様 書 

 

１．調達物品 名  分析・分取兼用液体クロマトグラフシステム １式 

 

２．規格及び数量   詳細別紙のとおり 

 

３．納 入 期 限  令和 ９ 年 ２ 月 ２６ 日 

 

４．納 入 場 所  国立大学法人筑波大学 総合研究棟A６２１ 

 

５．支 払 い  検査終了後、適法な請求書を受理した日から起算して 

４０日以内に支払うものとする。 

 

６．そ の 他  （１）搬入、設置、調整等１式を含むものとする。 

（２）本調達物品は、未使用の新品を基本構成とするが、  

一部に再生品を用いることを可とする。ただし、再生

品を用いる場合は事前に申告し、製造会社での整備後

に出荷される製品であることとする。 

（３）この契約に必要な細目は、国立大学法人筑波大学契

約事務取扱細則及び物品供給契約基準によるものとす

る。 

（４）その他詳細については、本学教職員の指示によるも

のとする。 



 
 

別 紙 

 

１．調達物品の規格及び数量等 

分析・分取兼用液体クロマトグラフシステム 

株式会社島津製作所製 LC-20AR 外 １式（内訳書のとおり） 

 

 

 

上記例示品又は同等品若しくはそれ以上のもの 

 

２．同等品又はそれ以上のもので参加する場合 

同等品又はそれ以上のもので参加を希望する者は、あらかじめそれを証す

る書類を令和８年１０月８日（木）１７時００分までに提出し、本学が認め

た場合のみ参加することができる。 

 

３. 導入目的 

本研究では、酵素により生成され、又は、微生物によって合成された新規

代謝産物の構造決定と生物活性の評価を目的としている。今回導入する分取

HPLCシステムは大型のカラムが利用可能で、かつ、既存の分析用HPLC（株式

会社島津製作所製 高速液体クロマトグラフLC-20Aシリーズ）と同じ制御ソフ

トを利用可能とすることで迅速なスケールアップを可能とし、上記実験に必

要な数百mgの化合物の精製に必要な作業時間が大幅に短縮され新たな知見や

信頼性のあるデータが得られることが見込まれる。また、分取HPLCは汎用的

な装置であり、今後も広範囲の研究で有用であるため導入する。 

 

４. 性能及び機能に関する要件 

① 送液ユニットは、脈動の少ない並列ダブルプランジャ方式のポンプである

こと。 

② 送液ユニットの流量設定範囲は0.001～20.00 mL/minを満たし、最大吐出

圧力は49MPa以上であること。 

③ 送液ユニット２式及びミキサー1式を備えることで高圧グラジェント分析

が可能であること。 

④ オンライン脱気ユニットの脱気液数は3液以上であること。 

⑤ オートサンプラーの注入方式は、全量注入方式を標準装備していること。

また、サンプルクーラーを標準装備し、温度設定範囲は4～45℃(室温

30℃、湿度70％以下時)の範囲をカバーしていること。 



 
 

⑥ オートサンプラーの注入量設定範囲は、500μLサンプルループ使用時に

0.01μL～500μLの範囲をカバーしていること。許容最大圧力は、44MPa以

上であること。 

⑦ オートサンプラーの注入量再現性は、0.15%RSD（5.0μL以上注入時）以

下であること。 また、クロスコンタミネーションは、0.0005%（リンスあ

り条件）以下であること。 

⑧ オートサンプラーの試料処理数は162個（1.5mLバイアル）以上であるこ

と。 

⑨ カラムオーブン温度制御範囲は、室温-10℃～100℃を満たし、温度精密

さは0.1℃（±0.05℃）以内であること。 

⑩ フラクションコレクタは最大流量150mL/minに対応可能であり、フラクシ

ョンモードは基本モードに加えタイムプログラムモードの設定が可能であ

ること。また、20mL試験管用の専用ラックと分取ヘッドを付属すること。 

⑪ フォトダイオードアレイ検出器は光源としてD2(重水素)ランプとW（タン

グステン）ランプの2つを使用することにより、波長範囲190～800nmを満

たすこと。 

⑫ フォトダイオードアレイ検出器のダイオードアレイの素子数は1,024以上

であり、スペクトル分解能が1.4 nm以下であること。 

⑬ フォトダイオードアレイ検出器は使用流量に合わせてフローセルを交換

可能な構造となっていること。 

⑭ フォトダイオードアレイ検出器は光源ランプ、セル、分光器を温調してい

ること。 

⑮ 運転に必要なコンセントボックスを付属すること。 

⑯ 既存ソフトウェア「LabSolutions Multi LC-PDA」又はこれと同等以上の

機能を有するソフトウェアにより、装置の制御及びデータ取得が可能であ

ること。また、既存の分析HPLCと本調達物品を同一のソフトウェア上で同

時に制御できること。なお、既存ソフトウェアを使用する場合は、必要に

応じてソフトウェアのアップデート、設定及び調整等を行うこと。 

⑰ 本調達物品との動作確認済みのデスクトップPC及びモニター１式を付属 

すること。 



 
 

内 訳 書 

 

 

 

※上記例示品又は同等品若しくはそれ以上のもの。 

品  名   規  格 製造会社 数量 

分析・分取兼用液体クロマトグラフシステム  （株）島津製作所 １式 

（構成内訳）    

送液ユニット LC-20AR   228-65007-58  ２ 

ミキサー  SUS316L ASSY  228-45093-93  １ 

脱気ユニット DGU-403 228-65088-58  １ 

オートサンプラ  SIL-40C 228-65101-58  １ 

サンプルループ 500μL 228-45405-45  １ 

カラムオーブン  CTO-40C 228-65202-58  １ 

カラムクランプ B5 228-15617-41  １ 

フラクションコレクタ FRC-10A 228-65510-58  １ 

サービスコンセント BOX 228-65524-58  １ 

電源コードセット 長さ:2.5m 071-60821-08  ７ 

分取ヘッド(電磁弁付き) 228-24105-41  １ 

ラック NO.2A 228-25311-91  １ 

フォトダイオードアレイ紫外可視検出器 

 (コンベンショナルセル) SPD-M40 
228-65302-42 

 １ 

配管キット A, 高圧 GE用 ID0.3 228-70254-41  １ 

システムコントローラ  CBM-40 228-65502-58  １ 

光ファイバーケーブル 1.0m 228-77025-10  ２ 

リザーバトレイ 228-65508-58  １ 

LabSolutionsアップデートキット 日本語版 223-61059-91  １ 

LabSolutions LC ワークステーション用 

PC Officeなし 
223-19715-91 

 １ 

8ポートスイッチングハブ 088-54304-02  １ 



物品供給契約書（案） 
 

 

供給すべき物品の表示   分析・分取兼用液体クロマトグラフシステム １式（詳細は別紙の

とおり） 

代 金 額   金           円也 

うち取引に係る消費税額及び地方消費税額金       円也（消費税法第２８条第１

項及び第２９条並びに地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定により算出したも

ので、代金額に１１０分の１０を乗じて得た額である。） 

 

  発注者 国立大学法人筑波大学契約担当役財務担当副学長 氷見谷 直紀（以下「甲」とい

う。）と 供給者 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○（以下

「乙」という。）との間において上記物品（以下「物品」という。）について、上記の代金額で、

次の条項により供給契約を結ぶものとする。  

 

第１条 乙は、甲に対し物品の供給をするものとする。 

第２条 物品は、国立大学法人筑波大学総合研究棟 A６２１に納入するものとする。 

第３条 物品の納入期限は、令和 9年 2月 26日とする。 

第４条 納品書（給付完了の通知）は、国立大学法人筑波大学財務部契約課に送付するものとする。 

第５条 代金は１回に支払うものとし、検査終了後、適法な請求書を受理した日から起算して４０

日以内に支払うものとする。 

第６条 代金の請求書は、国立大学法人筑波大学財務部契約課に送付するものとする。 

第７条 甲は、引き渡された物品が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（以

下「契約不適合」という。）であるときは、乙に対し、その物品の修補、代替物の引渡し又は不

足分の引渡しによる履行の追完を請求することができるものとする。 

２ 前項の契約不適合の場合において、甲がその不適合を知った日から１年以内にその旨を乙に

通知しないときは、甲は、その不適合を理由として、履行の追完の請求、代金の減額の請求、損

害賠償の請求及び契約の解除をすることができないものとする。 

第８条 契約保証金は、免除する。ただし、乙の故意又は重大な過失により物品の供給が著しく遅

延するおそれがあるときは、甲は、契約を解除することができるものとする。この場合において、

乙は契約額の１０分の１に相当する違約金を甲に支払うものとする。 

第９条 この契約に定めるもののほか、必要な細目は、国立大学法人筑波大学契約事務取扱細則及

び物品供給契約基準によるものとする。 

第１０条 この契約について検査の円滑な実施を図るため、乙は甲の行う検査に協力するものと

する。 

第１１条 この契約について、甲乙間に紛争を生じたときは、両者協議により、これを解決するも

のとする。 

第１２条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、甲乙間において

協議して定めるものとする。 

 



 

上記契約の成立を証するため、甲乙は次に記名し印を押すものとする。 

この契約書は２通作成し、双方で各１通を所持するものとする。 

 

 

 

 令和  年  月  日 

 

甲  茨城県つくば市天王台一丁目１番１ 

国立大学法人筑波大学 

契約担当役 

財務担当副学長 氷見谷 直紀 

 

乙  【住所】 

【法人等名】 

【代表者等氏名】 



別紙

【内訳】

品          名 規　　　格 製造会社 数  量 単　価（円） 金　額（円） 備　　考

小　　　　　　　　　　計

消費税額及び地方消費税額

合　　　　　　　　　　計
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